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掛川市の紹介（掛川市の場所）

掛川市の⾯積 265.69㎢

静岡県内
７番⽬

≒ 袋井市 ＋ 菊川市 ＋ 御前崎市
（108.56㎢） （94.24㎢） （65.78㎢） 268.58㎢

海

⼭

都会にも⽥舎
にも近いまち
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新幹線（こだま）東京－掛川：約１時間40分



掛川市の紹介（特産物等）

掛川茶
・確かな味
３年連続21回の産地賞受賞（全国茶品評会）

掛川茶

×

・世界農業遺産 静岡の茶草場農法

緑⾊
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今年も選ばれました！



本⽇の内容

3

■公務員を取り巻く現状

■掛川市が⽬指すところ

■窓⼝業務の効率化に向けて

■AIを活⽤した⾏政サービス実現に向けて

■これからの⾃治体⾏政とは



⼈⼝増加等と地⽅⾏政体制の整備

出所︓総務省「⾃治体戦略2040構想研究会（第8回）事務局提出資料
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これまでの地⽅⾏政改⾰と地⽅公務員数の推移

出所︓総務省「⾃治体戦略2040構想研究会（第8回）事務局提出資料
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これまでの地⽅⾏政改⾰と地⽅公務員数の推移

出所︓総務省「⾃治体戦略2040構想研究会（第8回）事務局提出資料
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掛川市の職員構成もいびつ
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年齢・性別職員数（H29.4.1)
男 ⼥

合併後の採⽤抑制に
より、極端に職員数
が少なくなっている
世代が⽣じている

特に多い世代

職員が減少するため業務量の改善が必要。 ⇒ 業務を効率化する仕組みが鍵

・採⽤⼈数を増やしても中堅世代の
⼈数は増えない。

・職員が⼀番多い世代（43-44歳）の
親は、現在、75歳前後。５年後には
80歳となり、介護が必要な年代。

・在宅介護が増え、職場に来れない職員
が増加し、配置⼈数の減になることが
考えられる。



これから起こること

• ⼈⼝減少により税収が落ち込む。裁量的経費の減。
• 公共事業の⾒直しとともに職員数⾒直しの恐れ。
• 採⽤を増やしたとしても中堅世代は増えない。
• 職員が⼀番多い年代（43-44歳）の親は現在75歳前後。
• ５年後には、80歳となり、介護が必要な年代。
• 介護施設の空きがなく、在宅介護を⾏うことに。
• そのため、職場に来ることが出来ない職員が増加。
• 現在のままだと職員は「退職」を余儀なくされる。
• そして、更なる職員不⾜へ・・・。
• ノウハウ蓄積も危機的。
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本⽇の内容
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■公務員を取り巻く現状

■掛川市が⽬指すところ

■窓⼝業務の効率化に向けて

■AIを活⽤した⾏政サービス実現に向けて

■これからの⾃治体⾏政とは



掛川市が⽬指すところ

10

公務員の働き⽅を変えること



現在の暮らし⽅
１⽇（２４時間）をどのように使っているか︖

⾏政⼒ｕｐ→市⺠のため 地域のため

充実した⽣活→⾃分のため 家族のため
結果として、
「働き⽅改⾰」は･･･

0:00

12:00

6:0018:00

8:30
17:15

充実した⽣活を送っているか︖
⽣活を楽しんでいるか︖

働きがいを感じているか︖
全⼒で働いていると⾔えるか︖

働き⽅改⾰・働きがい向上・新しい暮らし⽅の実現

11



働き⽅改⾰の必要性とメリット
１．職員のモチベーション向上による市⺠サービスの向上
→⾃⽴的職員の増加、⾃⼰管理能⼒の向上、働き⼿としての成⻑

2.多様な働き⽅の実現による⼈材確保
→働きやすい、働きがいのある職場環境は職員確保にメリット

３．勤務時間の低減、業務削減によるコストの低減
→業務⾒直しによる新しい公共・協働・産業の推進

現在の課題
１．⼈材不⾜（定員割れ）による業務量過⼤

→時間外勤務の増加

２．精神的・時間的余裕の不⾜によるやらされ感
→⽣産性低下及びモチベーションの低下

３．画⼀的⼈事ローテーテション
→専⾨性不⾜

⼈⽣100年時代の賢い働き⽅へ
１．ハッピーライフ
２．ハッピーコミュニティ
３．スマートワーク

⽬指す姿

STEP1

STEP2

STEP3

環境整備と意識改⾰
環境整備
１．業務フロー（可視化）による職員の気づき（業務リフォーム）を促す

→事務事業評価、EBPM等の導⼊により、職員の働き⽅の実態を把握
（ログ解析等）し、無理・ムダ・ムラを可視化する

２．しくみと制度の改正
→テレワーク、ＩＣＴ化（ペーパーレス、フリーアドレス）
→働く場所の⾃由度向上
時差勤務、フレックス、短時間勤務・任⽤→働く時間の⾃由度向上

意識改⾰
３．トライ＆エラーの許容によりチャレンジ意欲を上げる

多様な働き⽅の実現と⽣産性の向上

暮らし⽅の変化・幸せの向上・地域での活躍

働き⽅改⾰・働きがい向上・新しい暮らし⽅の実現
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「分野横断の課題解決」、「リソース（職員、費⽤）の確保」、
「素早い意思決定」が必要

現在の
⾃治体業務

これから
の市役所
業務

窓⼝業務の効率化
・地⽅独⽴⾏政法⼈での実施
（窓⼝業務の実施、広域連携）
⇒安定的かつ効率的な窓⼝業務の実施。

・ICTによる効率化
（情報連携による効率化、効率的な問い合わせ対応・情報伝達）

作業（選択と集中）
・⾏政評価により選別
・ルールや仕組みを変えて簡略化
・ICTによる効率化

（ＡＩ、ＲＰＡ等により、⾃動化し、作業を効率化する）

協働
・地域（地区まちづくり協議会等による活動へ）
・企業（⺠間企業、ＮＰＯ法⼈、各団体の活動へ）
・ICTによる協働の推進（ＳＮＳ、オープンデータ）

⼩さくなる

これからの⾃治体業務（持続可能な⾏政であるために）
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本⽇の内容

14

■公務員を取り巻く現状

■掛川市が⽬指すところ

■窓⼝業務の効率化に向けて

■AIを活⽤した⾏政サービス実現に向けて

■これからの⾃治体⾏政とは



窓⼝業務の現状と課題

• 安定的な窓⼝運営が困難
－業務フローの不整備による属⼈的な窓⼝運営
－窓⼝運営業務におけるあるべき姿の検討不⾜

• 委託しても業務が減らない
－⺠間委託の効果が得られない（⼈員・コスト⾯）
－⼈員不⾜による職員の負担感増加

• 選べない
－業務委託企業の不⾜による業者変更の困難性

• ⼈材不⾜
－地⽅の⼈⼿不⾜による委託事業者の⼈員不⾜
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課題と取組のイメージ
地方独立行政法人制度の活用を検討し、業務効率化を進め、職員の減少により危機的な状況であるノウハウの減少を防ぎ、広域化も含め

た安定的な窓口としての質の向上を目指す。
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⼈⼝減少問題に的確に対応する地⽅独⽴⾏政法⼈のあり⽅

17出所︓総務省「地⽅独⽴⾏政法⼈制度の改⾰に関する研究会報告書概要版」



取組のイメージ
【イメージ例（⼾籍謄抄本の交付請求に関する業務の場合）】

 交付請求書の受領及び本⼈
確認

 請求書への記載および添付
書⾯の確認

 ⼾籍謄抄本等の作成及び引
渡し

 交付請求書の整理

交付請求の要件
該当性を確認し
たうえでの交付
⼜は不交付の決

定等

 ⼾籍に記載されている者等
による⼾籍謄本等・除籍謄
本等の請求に係る交付・交
付拒否の決定

 国⼜は地⽅公共団体の機関
等による⼾籍謄本等・除籍
謄本等の請求に係る請求者
に対する必要な説明の求め

 本⼈等以外の者による請求
（公⽤請求を除く。）に係
る⼾籍謄本等・除籍謄本等
の交付決定

 ⼾籍謄本等の請求者の確認
のうち運転免許証等の提⽰
以外の⽅法によるもの

（出所︓法務省「⼾籍事務を⺠間事業者に委託することが可能な業務の範囲について（通知）」平成25年3⽉28⽇ 等より）

事実上の⾏為⼜
は補助的⾏為

⺠間委託業者
が担当

市職員が担当

申請等関係事務処
理法⼈が担当

市職員が担当

現状
（取組前） 取組後

【取組み計画事項】

業務フロー図作成・
業務量分析による役
割分担・効率性の
「⾒える化」を⾏う

18



安定的な窓⼝業務を⾏うために

19

• 業務分析が必要
－効率化を⽬指した業務の可視化。
－業務の標準化を推進。

• 広域化を視野に
－業務を標準化することで広域化を検討。
－地⽅独⽴⾏政法⼈こそ広域化を期待。

• システム調達も
－システムの共同利⽤が可能（⾃治体クラウド）。

• テクノロジーの⼒
－情報連携による効率化。
－効果的な問い合わせ対応や情報伝達。



本⽇の内容
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■公務員を取り巻く現状

■掛川市が⽬指すところ

■窓⼝業務の効率化に向けて

■AIを活⽤した⾏政サービス実現に向けて

■これからの⾃治体⾏政とは



掛川市の課題（情報発信）
■伝わらない現状

情報発信
－広報誌・チラシ

⇒紙媒体
－ホームページ

⇒掛川市ホームページ・かけっこ等
－SNS

⇒地域SNS・Facebook・Twitter

64.7％の⼈に伝わっていない︕

出典︓市⺠意識調査（平成27年度掛川市）
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掛川市の課題（情報発信）
■伝わらない現状

情報発信をしても、情報が重層化していて必要な情報が⾒つからない。

どこをクリックし
たら良いのか︖

検索結果も必要なリ
ンクが出てこない。
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三菱総合研究所からの提案
■⾃治体の課題と意義

・職員の負担軽減
－電話や窓⼝での問合せ対応業務をAIが代替することで、
職員の負担を軽減。将来は無⼈化。

・ベテラン職員のノウハウ継承
－ベテラン職員が⼤量に退職する中、経験に基づくノウハウを
若⼿に継承。⺠間委託も容易に。

・外国語対応など従来の職員が苦⼿とした業務への対応
－⽇本語以外の⾔語や、視・聴覚障害者との円滑な
コミュニケーション。

・分野横断での情報提供
－複数の担当部署にまたがるユーザー視点の情報提供も、
容易に可能。 23



三菱総合研究所からの提案
■⾃治体のホームページを活⽤する
－⾃治体職員の業務としてホームページでの情報発信は基本となっている。
⇒ある程度信頼性のある情報

－特に制度に関する情報は、改正があっても修正される。
⇒最新の情報になっているはず。

－⼈⼯知能で全て回答を作成しない。
⇒できるだけ導⼊しやすい形に

－チャットボットで⾔葉と会話から利⽤者が必要としている情報に導く。
⇒会話を使うことで、必要な事項の単語がわからなくても導くことが可能。
⾏政⽤語は利⽤者にとっても難しいことが多い。

－職員側の作業も少ない。
⇒既存のページに案内することで、Q＆Aを全て作成する必要がない。
ある程度の⽤語やフォーマットの統⼀は必要になる。
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三菱総合研究所からの提案（現場の反応）

■積極的

■消極的

－なんとなく上⼿くできて応対が楽になるかもしれない。
－問合せのログを⾒ることができれば、市⺠ニーズの把握になる。
－⼈⼯知能という最新技術を⾃分たちが使えるなんて幸せ。
－単純に⾯⽩いと思う。（楽観）

－⼈に寄り添う業務には⼈⼿が必要。報告事務が増加している。
－この事業を⾏うに当たり、作業がものすごく増えるのではない
か︖

25



（株）三菱総合研究所の⾃主事業として、⾏政情報へ誘導する実証。

利⽤者

ホームページの該当ページへ チャットボット

26

⾃治体⽤「問合せ対応サービス」とは



AIスタッフ総合案内サービスの仕組み

⼈⼯知能による住⺠対話型問合せ対応サービス
AIスタッフ（仮）

⼈⼯知能が
お答えします

出典︓三菱総合研究所および⽇本ビジネスシステムズ

あなたが
質問する
と、

・天気予報
・電⾞運⾏情報
・検索上位ワード
・ニュースなど

Q&A
データベース

AIを活⽤した
対話エンジン

管理ポータル

⾃治体の
Webページ

省庁等の
Webページ

公益事業者など
のWebページ

法律・条令
通達・先例など

サービス拡⼤検討中

AIがQ&Aデータベースと連携して
案内サービスを提供します

市⺠や職員が
パソコンや

タブレット端末
から利⽤できる
サービスです。

23
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実施体制・内容

■実施内容
－対象

サイトにアクセスした⽅
・ホームページに掲載
・全庁掲⽰板に掲載
・こども希望部よりチラシ配布（2016年度）
（保育園・幼稚園・⼦育て⽀援センター等）

－期間
2016年9⽉6⽇－9⽉30⽇（⼦育て分野）
2018年3⽉1⽇－3⽉31⽇（⾏政情報全般）

－アンケート
サイトから直接アンケートサイトへ
アンケートサイトにて回答

■実施体制
－（株）三菱総合研究所

システム整備・集計
－掛川市

実証実験参加者募集

28



実験結果（利⽤者アンケート）
■アンケート結果より

住⺠の７割近くの⽅が便利と回答 29



実験結果（利⽤者アンケート）
■アンケート結果より

いつでも気軽に使える点が評価されている。 30



実験結果（利⽤者アンケート）
■アンケート結果より

幅広い分野の内容を答えられることが求められている。31



実験結果（利⽤者アンケート）
■アンケート結果より

お⾦や保障に関する分野の情報の充実が求められる。32



実験結果（職員の反応）
■今後の話

■機能について

■作業について

－提供しようとしていた情報は伝えられたと思う。（実⽤性はある）
－分野を増やせばより使いやすくなる。（イベント情報、総合案内等）

－チャットボットが良かった。
⇒利⽤者が問合せをするのに何を望んでいるか不明なケースがある。
チャットで会話をするうちに必要な情報へ繋げられる。
問合せだけではなく、相談業務の⼀部の代替も期待できる。

－雑談を増やした⽅が良い。
⇒時期に合った案内をついでにしてくれると良い。
（例︓そろそろ納税の時期ですよ）

⇒お⺟さんに⼦供の気遣いをさせるようなコメントを時々⼊れてくれると良い。
（例︓お⼦さんは今何をしてますか︖読み聞かせをしてますか︖）
保健師が⾔うと指導になってしまうが、ロボットが伝える分には⾓が⽴たない。

－ホームページのレイアウトを「カテゴリ」ごとに統⼀する。
－対話の想定を整理する。
－多少の作業はあったが、ホームページを作成する段階で⾏えば、⼿間ではない。

33



導⼊への課題
■成果が⾒えにくい

■伝える情報について

－今回は、分野ごとの情報が限られた範囲だった。
－現在の問合せや相談について定量的に取っていない。（電話、窓⼝等）
－どの程度、当システムで軽減できているかわかりにくい。

－ホームページに繋げることで解決を図ることができた。
－よく⾒てみると情報が更新されていなかったり、⾒にくいページもあった。
－ホームページ掲載の仕事の優先順位を上げる必要がある。
⇒ホームページ掲載の仕事を⾒直していくことも検討。

34



実証実験から⾒えてきたこと
■資源はたくさんある

■仕組みが⼤切

－データだけでなく情報も資源
ホームページへの掲載情報も資源。資源の活⽤を考える。

DB

－既存の仕組みを活⽤する
ホームページの掲載は、既に業務として位置づけられている。
業務を増やすのではなく、業務を活⽤して新たなサービスへ。

35



36

データベース
（オープンデータの集合体）

スマートデータベース（詳細機能イメージ）

掛川市ＨＰ

職員

他サービス連携

データ利活⽤

既存のアプリ・ウェブサービス
（⼦育て,健康,家計簿,ZAIM）
情報発信（Twitter,Facebook）

市⺠協働のための利⽤
紙媒体への利⽤
調査や研究への利⽤
⺠間事業者の利⽤
戦略の精度向上、効率化

AI

情報が伝わりやすい

情報が使われやすくなる

市⺠向け
⾏政情報

シティプロ
モーション

オープンデータ領域

⾏政事務領域

静岡県オープン
データカタログ

サイト



⾃治体が⼈⼯知能を活⽤するために

37

■導⼊に向けて
• AIを導⼊しても仕事が増えないこと

－効率化が⽬的、現場が疲弊しないこと。
• 現場が課題を正しく認識していること

－現場が変化を希望していること。
－何を効率化するのか把握する（探す）。

• データ（情報）が整理・蓄積されていること
－AIの仕組みづくりの肝。
－インターネットとの接続。

■活⽤に向けて
• 広域で考えること

－同様の作業が他の⾃治体にあるはず。集合知で対応。
• AIは最適解

－完璧な答えは求めない。運⽤に溶け込ませる。
• AIはプロセスがわかりにくい

－説明責任を果たせるような仕組みづくりが必要。



業 務

■課題解決に向けた政策形成
■⼈でなければできない業務

単純作業 それ以外＝ ＋
業務を分解

ＡＩによる効率化

費⽤・⼈
（リソースの配分）

・問合せ対応
・案内
・診断 等

作
業

政
策
形
成
等

業
務

Ａ
Ｉ

政
策
形
成
等

業務拡⼤

情報（データ）活⽤により⽬指す将来

38

拡⼤中︕



本⽇の内容
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■公務員を取り巻く現状

■掛川市が⽬指すところ

■窓⼝業務の効率化に向けて

■AIを活⽤した⾏政サービス実現に向けて

■これからの⾃治体⾏政とは



新たな⾃治体⾏政の基本的考え⽅

40出典︓⾃治体戦略2040構想研究会第⼀次・第⼆次報告概要（総務省）



協働によるまちづくり

41

• 市⺠との協働
－⼈⼝減少への理解。
－地域のことは、地域で⾏う。
⇒まちづくり協議会、地域⾃治、福祉バス

• 企業との協働
－⾏政だけで課題解決するには限界。
－⾏政からは課題を課題として公表する。
⇒オープンデータ、オープンマインド

－お互いの得意分野を活かした連携協定。



新たな⾃治体⾏政の基本的考え⽅

42出典︓⾃治体戦略2040構想研究会第⼀次・第⼆次報告概要（総務省）



広域での協⼒体制を構築するために
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• 職員の意識
－単独の⾃治体できめ細やかに⾏うのは困難。
－「わがまちは」ではなく、課題解決をどう図るか。
－そろそろ１⼈で頑張るのをやめませんか︖

• できるところから
－周辺市町との勉強会。同じ悩みを共有するところから。
－得意分野はお任せする。補完できる体制に。
－お互いを知る。オープンマインドで。

ぜひ⼀緒に変えていきませんか︖



⽬指す働き⽅
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